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連結財務諸表に対する注記
ヤマト運輸株式会社及び連結子会社
2005年3月31日及び2004年3月31日終了連結会計年度

1. 連結財務諸表作成の基本方針

　添付の連結財務諸表は、日本の証券取引法およびその関連会計諸規則ならびに日

本で一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠して作成されております。こ

れらは、国際財務報告基準の開示要求と異なる点があります。

　これらの連結財務諸表の作成にあたり、海外の読者の理解に資するため、国内で公

表した連結財務諸表に対して若干の再分類及び組替を行っております。さらに、

2004年度の連結財務諸表については、2005年度の表示方法に合わせるために、一部

の再分類及び組替を行っております。連結財務諸表は、ヤマト運輸株式会社【いう）が所在し、事業を営んでいる国の通貨である日本円で表示されており

ます。日本円金額から米ドル金額への換算は、海外の読者の便宜を図る目的でのみな

されております。換算レートは

2005 活停ております。 当社

グループ内の取引によって生じたすべての重要な未実現利益は消去しております。

b. 営業収益の認識

　当社グループは、運賃収入を顧客から荷物を受け取った時点で営業収益として認

識しております。

c. 現金同等物

　現金同等物は容易に換金可能でかつ価格の変動について僅少なリスクしか負わな
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32 ヤマト運輸株式会社

h. その他の資産

　無形固定資産の減価償却は、商法で定められた期間に基づき定額法で計算されて

おります。

　社債発行費用は「その他の資産」として繰延べ、3年間で均等償却しております。

i. 退職年金制度

　当社及び一部の連結子会社は企業年金基金制度と退職一時金制度を採用しており

ます。
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（2）所在地別セグメント：

　2005年3月




